
高校生留学促進補助事業補助金申請要領

宮崎県教育庁高校教育課

【目的】

海外留学の促進、国際理解教育の推進をとおして、地域や県内企業を支え、宮崎から世界へ

挑戦するグローバル人材の育成を目指す。

補助額 10万円以内

【個人による海外短期留学*［語学研修等含む］（以下「留学」とする）に要する経

費に係る自己負担額に対し補助する。ただし、他の団体等から交付された又は交付

される補助金等がある場合は、その補助金等の額を控除した額とする。】

＊海外短期留学：語学等の研修や国際交流等のために外国の高等学校や語学研修所

等において学習したり、または交流事業等に参加したりすることを目的とするもの。

ただし、海外修学旅行、学校単位での海外研修、家族旅行、海外在住の家族・親類

宅に滞在する場合は本補助事業対象外とする。

研修先 個人により決定

対象生徒 下記の要件全てに合致する生徒

(１) 宮崎県内に所在地を有する県立及び私立高等学校、県立中等教育学校（後期

課程）並びに高等専門学校（３年次まで）（以下「高等学校等」という。）に、

留学期間中在籍している者（通信制課程の県外在住者を除く。）。

(２) 海外の高等学校や語学研修所等において、語学等の研修や国際交流事業等に

参加する者。

(３) 補助金の交付を申請する年度内に実施する留学であること（当該年度内に日

本国を出国し、日本国に帰国する留学であること）。

(４) 在籍している高等学校等の校長から推薦を受けた者。

(５) 将来、宮崎と世界を繋ぐために活躍する強い意志のある者。

(６) 個人による留学が決定若しくは内定していること又は留学へ応募済み若しく

は応募を予定していること。また、出国から帰国までの期間が、春休み期間中

に行う留学の場合を除き、原則として10日間以上であること。

(７) 過去に当該補助金の交付を受けていない者。

(８) 留学にあたり、海外旅行傷害保険に加入している者又は加入する予定である

者。



選考方法 提出書類等（英語資格含む）により県教育委員会が決定

申請締切 令和5年10月13日（金） 午後5時まで（必着）

対象期間 令和5年6月28日以降に出国し、令和6年3月31日までに帰国の留学

申請書類 ※在籍校の校長を通じて、以下の書類を提出すること。

（１） 宮崎県高校生留学支援事業補助金交付申請書（参考様式１）

（２） 事業計画書（別記様式第１号）

（３） 収支予算書（別記様式第２号）

（４） 自己推薦書（別記様式第３号）

（５） 学校推薦書（別記様式第４号）※学校作成

（６） 補助金申請者学校推薦一覧（別記様式第５号）※学校作成

（７） 留学の概要がわかるもの（留学の実施要項の写し又は受入校のパンフレッ

ト等（主催者作成のもの）

（８） 実用英語技能検定等の英語能力の証明書の写し（提出可能な者のみ）

（９） 海外旅行傷害保険の写し

※申請時に（７）及び（９）の書類が提出できない場合は、当該書類を取

得次第、速やかに提出するものとする。

補助対象 (１) 国際航空運賃（１往復分）

経費範囲 (２) 自宅から出国する国際空港まで及び受入れ国の国際空港から留学先までの国

内交通運賃（各１往復分）

(３) 空港税、燃油サーチャージ及び出国手続に要する諸費用（国際観光旅客税等）

(４) 海外の高等学校、あっせん業者等に納付する授業料等

(５) 宿泊費（寮費、ホームステイの場合におけるホストファミリーに支払う費用

を含む）

(６) 地方公共団体、高等学校等及び高校生の留学又は交流を扱う民間団体等（以

下「団体等」という。）が主催する海外派遣プログラムに参加して留学する場

合における、（１）～（５）の一部又は全部を含むプログラム参加費。ただし、

留学が決定する前に生じる費用（パスポート取得代、個人の海外旅行保険傷害

保険、海外派遣プログラムの参加者となるための選考費用、受験料等をいう。）

は対象外とする。

実績報告 留学終了後から起算して30日を経過した日又は補助金の交付決定のあった年度の

翌年度の4月20日のいずれか早い期日までに、（１)～（３）を下記提出先へ学校を

通じて提出すること。

（１) 事業実績書（別記様式第１号）

（２) 収支決算書（別記様式第２号）

（３） 留学報告書（別記様式第７号）

提出先 〒880-8502 宮崎市橘通東1丁目9番10号

問合せ先 高校教育課 留学支援担当 電話 0985(26)7033

平日 午前９時から午後５時まで（※正午から午後１時までを除く）


